
 

第１回新潟県後期高齢者医療懇談会 次第 

 
日時：平成 25年 10月 30日（水） 

午後 1時 15分～ 

場所：自治会館本館 4階 401会議室 

 

 
１ 開会 
 
 
２ あいさつ 
 
 
３ 委員紹介 
 
 
４ 座長の選出及び副座長の指名 
 
 
５ 懇談事項 
 
 

(1) 新潟県広域連合の現在の状況について 資料 1 

(2) 平成 24年度新潟県後期高齢者の医療費について 資料 2 

(3) 平成 26年度及び 27年度の保険料率の暫定的な試算結果について 資料 3 

(4) ジェネリック医薬品差額通知について 資料 4 

(5) 医療保険者によるデータ分析に基づく保健事業の推進について 資料 5 

 
 
６ その他 
 

高齢者医療制度の見直しについて 資料 6 

 
 
７ 閉会 
 
 

次回の予定 
平成２６年１月下旬 開催予定 

 
 
 
 



 
 
【配付資料】 
 

資 料 1  ： 新潟県広域連合の現在の状況について 

資 料 2-1 ： 平成 24年度 新潟県後期高齢者の医療費について 

資 料 2-2 ： 平成 24年度 主要疾病の上位件数、費用額について（新潟県広域連合の状況） 

資 料 3  ： 平成 26年度及び 27年度の保険料率の暫定的な試算結果について 

資 料 4  ： ジェネリック医薬品差額通知について 

資 料 5  ： 医療保険者によるデータ分析に基づく保健事業の推進について 

資 料 6  ： 高齢者医療制度の見直しについて 

別 紙 1  ： 新潟県後期高齢者医療懇談会設置要綱 
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新潟県後期高齢者医療広域連合の現在の状況について 

 

１．被保険者数の概要 

（１）被保険者数の推移 

（単位：人、％） 

 

平成 25 年 

4 月 1 日 

平成 24 年 

4 月 1 日 
増加数 増加率 

 

平成 25 年 

10 月 1 日 

被保険者数 353,158  347,090  6,068 1.7 353,708 

うち一定の障がいの方 

（65～74 歳） 
5,316 5,699 ▲383 ▲6.7 5,354 

〈参考〉全国の被保険者数は平成 25 年 4 月 1 日時点で約 1,517 万人、前年同日時点で 1,473 万人

だったことから約 44 万人の増加となっている。（後期高齢者医療毎月事業状況報告書（事

業月報）総括表（速報値）より） 

 

（２）被保険者数の内訳（窓口負担割合別） 

（単位：人、％） 

区 分 
平成 25 年 

4 月 1 日 

平成 24 年 

4 月 1 日 
増加数 増加率 

 

平成 25 年 

10 月 1 日 

１割負担 338,894 332,625 6,269 1.9 340,018 

 同上構成率 96.0 95.8     96.1 

３割負担 14,264 14,465 ▲201 ▲1.4 13,690 

 同上構成率 4.0 4.2     3.9 

合 計 353,158 347,090 6,068 1.7 353,708 

※後期高齢者医療毎月事業状況報告書（事業月報）Ａ表より 

 

２．保険料の概要 

（１）平成 25 年度の保険料率及び賦課限度額 

区   分 保険料率 備 考 

均 等 割 35,300 円 【7 月 1 日確定賦課時点】 

○保険料賦課総額（軽減前） 21,868,781,673 円 

○賦課決定被保険者数（死亡・転出者含む）357,190 人 

 ○一人当たり平均保険料額 

（軽減前） 61,224 円  （H24 年度 軽減前 61,283 円） 

（軽減後） 42,588 円  （H24 年度 軽減後 42,676 円） 

所 得 割 7.15％ 

賦課限度額 55 万円 

※保険料率は、平成 22－23 年度の保険料率を据え置き。 

資 料 1 
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（２）保険料の軽減状況 

H25 年度（7 月 1 日確定賦課時点） H24 年度（7 月 2 日確定賦課時点） 

区 分 軽減割合 
軽減総額

(千円) 

対象者数

(人) 

割合

(％) 
区 分 軽減割合 

軽減総額

(千円) 

対象者数

(人) 

割合

(％) 

均等割 

 2 割 203,596 28,838 8.1 

均等割 

 2 割 187,062 26,496 7.5 

 5 割 204,687 11,597 3.2  5 割 194,785 11,036 3.1 

8.5 割 1,709,865 56,986 16.0 8.5 割 1,613,939 53,789 15.3 

 9 割 1,755,864 55,268 15.5  9 割 1,737,978 54,705 15.6 

被扶養者 2,234,639 70,338 19.6 被扶養者 2,285,629 71,943 20.5 

合 計 6,108,651 223,027 62.4 合 計 6,019,393 217,969 62.0 

所得割 5 割 345,908 34,383 9.6 所得割 5 割 320,948 32,048 9.1 

 

（３）保険料の収納状況（平成 24 年度確定収納率） 

（単位：円、％） 

区 分 
調定額 

Ａ 

実収入済額 

Ｂ 

還付未済額 

Ｃ 

不納 

欠損額Ｄ 

収入 

未済額Ｅ 

収納率 

Ｆ(B/A) 

現 年 度 分 15,255,690,514 15,189,373,793 10,306,200 16,400 66,300,321 99.57 

滞納繰越分 123,040,196 41,548,570 1,100 20,701,160 60,790,466 33.77 

※平成 23年度の確定収納率は、99.59％（△0.02％） 

※市町村における収納状況 

 

（４）短期被保険者証（短期証）の交付状況 

 

平成 25年 8 月 1日時点 平成 24 年 8 月 1日時点 

交付枚数 

Ａ 

被保険者数 

Ｂ 

交付割合 

Ａ/Ｂ×100 

交付枚数 

Ｃ 

被保険者数 

Ｄ 

交付割合 

Ｃ/Ｄ×100 

新潟県 128 枚 353,314 人 0.04％ 90 枚 348,277 人 0.03％ 

全 国 40,461 枚 15,224,072 人 0.27％ 40,323 枚 14,830,232 人 0.27％ 

 

（５）滞納者数の状況 

平成 24 年度 平成 23 年度 

現年度分 滞納繰越分 合計 現年度分 滞納繰越分 合計 

2,332 人 1,582 人 3,914 人 2,099 人 1,713 人 3,812 人 
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３．医療費等の給付について 

（１）保険給付費の内訳 

（単位：千円、％） 

区 分 平成 24 年度 平成 23 年度 増減額 増減率 

療 養 給 付 費 221,218,010 219,281,463 1,936,547 0.9 

その他療養諸費 6,961,770 6,930,047 31,723 0.5 

高額療養諸費 7,679,117 7,488,460 190,657 2.6 

審査支払手数料 764,386 888,067 ▲123,681 ▲13.9 

葬 祭 費 1,087,400 1,036,550 50,850 4.9 

合 計 237,710,683 235,624,587 2,086,096 0.9 

 

 

（２）一人当たり医療費（国保中央会の平成 24 年度年間分医療費速報より） 

（単位：円、％） 

区 分 平成 24 年度 平成 23 年度 増減率 

新潟県広域連合 730,061 
(全国 47 位) 

739,314 
(全国 47 位) 

▲1.25 

全 国 平 均 907,497 908,543 ▲0.12 

※新潟県広域連合は、平成 20 年度、平成 21 年度、平成 23 年度及び平成 24 年度の一人当たり

医療費が全国で最も低かった。 

 

 

４．健康診査事業の実施状況 

（単位：人、％） 

平成 24 年度 平成 23 年度 受診者 

増減数 

受診率 

の比較 被保険者数 受診者数 受診率 被保険者数 受診者数 受診率 

347,090 70,445 20.3 342,241 68,175 19.9 2,270 0.4 

 

 

 



 

平成 24 年度新潟県後期高齢者の医療費について 

 

新潟県における平成 24年度の 1人当たり医療費は全国で最も低く 730,061円となっ

た。 

この１人当たり医療費を項目ごとにみると、入院（食事・生活療養費含む）は、対全

国平均比 75.41％、全国で 47 番目と最も低い値を示している。入院が低い要因は受診

率の低さにあり、全国平均 84.86件/百人に対して新潟県は 66.93件/百人、対全国平均

比 78.87％となっている。 

入院外は対全国平均比 78.73％、全国で 45 番目となっており、入院と同様に低い値

を示している。入院外が低い要因は 1 件当たり日数が少ないことにあり、全国平均の

2.01日に対して新潟県は 1.69日、対全国平均比 84.08％となっている。 

歯科は対全国平均比 87.99%で全国 20番目、調剤は対全国平均比 98.14%で全国 23番

目といずれも全国平均並みである。 

 

【平成 24年 4月～平成 25年 3月診療分の医療費】 

（国保中央会 平成 24年度年間分医療費速報：平成 25年 7月発表） 

 全国平均 新潟県 対全国平均比 

1人当たり医療費 

合 計 907,497円 

 

730,061円 80.45% 

入 院 457,450円 344,900円 75.41% 

入院外 268,955円 211,752円 78.73% 

歯 科 30,420円 26,766円 87.99% 

調 剤 147,930円 145,183円 98.14% 

受診率 

（100人当たり件数） 

入 院 84.86件/百人 66.93件/百人 78.87% 

入院外 1,593.99件/百人 1,494.57件/百人 93.76% 

歯 科 197.33件/百人 172.29件/百人 87.31% 

調 剤 1,005.38件/百人 1,014.94件/百人 100.95% 

1件当たり日数 

入 院 18.24日 18.07日 99.07% 

入院外 2.01日 1.69日 84.08% 

歯 科 2.20日 2.15日 97.73% 

1件当たり枚数 調 剤 1.40枚 1.30枚 92.86% 

1日当たり医療費 

入 院 29,556円 28,522円 96.50% 

入院外 8,415円 8,360円 99.35% 

歯 科 7,021円 7,220円 102.83% 

1枚当たり医療費 調 剤 10,527円 11,044円 104.91% 

※ 調剤の 1件当たり枚数とはレセプト 1件当たりの処方箋枚数。 

※ 調剤の 1枚当たり医療費とは処方箋 1枚当たりの医療費。 
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平成24年度主要疾病の上位件数、費用額について（新潟県広域連合の状況）

（１）　入　院

順位 前年順位 疾病分類項目
件数
(件)

割合
(%)

順位 前年順位 疾病分類項目
費用額

(円)
割合
(%)

1 (1) 脳梗塞 20,046 8.54 1 (1) 脳梗塞 10,214,668,010 8.99

2 (2) その他の心疾患 14,367 6.12 2 (3) その他の心疾患 7,835,721,460 6.90

3 (3) 骨折 13,409 5.71 3 (2) 骨折 7,829,985,250 6.89

4 (6) アルツハイマー病 10,538 4.49 4 (4) その他の悪性新生物 5,259,610,270 4.63

5 (5) その他の悪性新生物 10,251 4.37 5 (5) 肺炎 4,306,518,430 3.79

6 (4) 肺炎 9,916 4.22 6 (8) その他の呼吸器系の疾患 4,239,064,420 3.73

7 (11) その他の呼吸器系の疾患 8,616 3.67 7 (7) アルツハイマー病 3,764,889,080 3.31

8 (8) その他の消化器系の疾患 8,190 3.49 8 (6) 糖尿病 3,516,357,450 3.09

9 (7) 糖尿病 8,065 3.43 9 (9) その他の消化器系の疾患 3,353,628,740 2.95

10 (9) 高血圧性疾患 7,561 3.22 10 (10) 高血圧性疾患 2,979,626,070 2.62

11 (10)
統合失調症，統合失調型障害及び妄想
性障害

7,268 3.10 11 (13) 胃の悪性新生物 2,729,776,770 2.40

12 (12) 血管性及び詳細不明の認知症 6,286 2.68 12 (14) 虚血性心疾患 2,706,120,900 2.38

13 (15) その他の神経系の疾患 5,154 2.20 13 (12) パーキンソン病 2,687,777,000 2.37

14 (14) 胃の悪性新生物 5,144 2.19 14 (15) その他の神経系の疾患 2,598,833,850 2.29

15 (13) 脳内出血 5,013 2.14 15 (11) 脳内出血 2,571,111,440 2.26

件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数 費              　　用     　       　　額
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（２）　入　院　外

順位 前年順位 疾病分類項目
件数
(件)

割合
(%)

順位 前年順位 疾病分類項目
費用額

(円)
割合
(%)

1 (1) 高血圧性疾患 1,225,117 21.05 1 (1) 高血圧性疾患 14,543,798,550 17.43

2 (2) 歯科疾病(う蝕含む) 598,433 10.28 2 (2) 歯科疾病(う蝕含む) 9,130,455,700 10.94

3 (3) 脳梗塞 268,033 4.60 3 (3) 腎不全 5,867,278,020 7.03

4 (4) 糖尿病 247,249 4.25 4 (4) 糖尿病 5,141,719,760 6.16

5 (5) 脊髄障害（脊髄症を含む） 227,009 3.90 5 (5) 脳梗塞 3,311,522,010 3.97

6 (7) その他の内分泌，栄養及び代謝疾患 223,452 3.84 6 (8) その他の内分泌，栄養及び代謝疾患 2,668,197,510 3.20

7 (6) 関節症 218,252 3.75 7 (7) 脊髄障害（脊髄症を含む） 2,573,098,210 3.08

8 (8) その他の眼及び付属器の疾患 212,814 3.66 8 (6) 関節症 2,551,251,040 3.06

9 (9) 屈折及び調節の障害 159,711 2.74 9 (10) その他の悪性新生物 2,268,739,680 2.72

10 (10) その他の心疾患 144,723 2.49 10 (9) その他の心疾患 2,257,156,330 2.70

11 (11) 白内障 134,487 2.31 11 (11) その他の眼及び付属器の疾患 2,050,123,620 2.46

12 (12) 骨の密度及び構造の障害 105,400 1.81 12 (12) 屈折及び調節の障害 1,528,648,910 1.83

13 (13) その他の消化器系の疾患 102,611 1.76 13 (13) 虚血性心疾患 1,410,087,080 1.69

14 (18) アルツハイマー病 90,140 1.55 14 (14) 白内障 1,250,144,980 1.50

15 (14) 虚血性心疾患 90,080 1.55 15 (18) アルツハイマー病 1,229,611,840 1.47

件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数 費              　　用     　       　　額
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平成25年10月30日

第1回医療懇談会

資料３

平成２６年度及び平成２７年度の保険料率の暫定的な試算結果について

この資料は、実績等に基づく広域連合の予測数値と平成25年8月27日付け
厚生労働省事務連絡における提示数値から作成した資料です。

新潟県後期高齢者医療広域連合
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（１）後期高齢者医療に要する費用と財源

◆費用

◆収入

（２）高齢者負担率

※平成２５年８月２７日付け厚生労働省事務連絡において、高齢者負担率は１０.７３％となる見込みとされています。

１０.００％ １０.２６％ １０.５１％ １０.７３％　※

全国の広域連合間における所得の不均衡に
よる賦課水準を是正するために国から配分
されます。

均等割を軽減した保険料につい
て県3/4、市町村1/4の割合で
公的に補填されます。

　医療費に対して高齢者が保険料として負担する割合のことを、高齢者負担率といいます。若年者（勤労世代）と高齢者
の人口比率によって決定されます。その時々の世代間で不公平を解消するために、２年ごとに見直すことになっており、
国から提示されます。

平成20・21年度 平成22・23年度 平成24・25年度 平成２６・２７年度

国
定率負担

３/６
(25%)

調整
交付金
１/６

(8.3%)

県
定率負担

１/６
(8.3%)

市町村
定率負担

１/６
(8.3%)

若年者の支援金
(０～７４歳まで)

(高齢者負担率)

保険料

１　　保険料のしくみ

　高齢者の医療費の財源について、約５割を公費、約４割を若い世代の保険料、残りの約１割を被保険者である高齢者の保険
料とすることにより、それぞれの負担割合を明確なものとしています。
　保険料は、若い世代が減少することを踏まえ、若い世代と高齢者の負担の均衡を図るため、２年ごとに見直しを行います。

約０.９％

そ
の
他

医療給付費（窓口での一部負担金は含まない）　約９９.１％

公費負担　５０％ 後期高齢者交付金　３９.２７％ １０.７３％

・審査支払手数料 

・葬祭費 

・財政安定化基金拠出金 

・健康診査事業 

・審査支払手数料 

・葬祭費 

・財政安定化基金拠出金 

・健康診査事業 
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（１）保険料の構成

（２）新潟県における平成２４・２５年度の算定式

※

(限度額５５万円) １人当たり ３５,３００円 (前年中の総所得金額等－基礎控除額《３３万円》×所得割率《７.１５％》)

総所得金額等とは、それぞれの収入から必要経費(公的年金等控除、給与所得控除など)を控除して求められた所得(年
金所得、給与所得や事業所得など)の合計です。遺族年金や障害年金などの非課税所得は、計算の対象所得に含まれま
せん。

　保険料は、受益に応じて等しく全ての被保険者に賦課される応益分（被保険者均等割）と、被保険者の保険料負担能力
（所得額）に応じて賦課される応能分（所得割）から構成され、被保険者個人単位で計算されます。ただし、保険料の個
人の賦課限度額については、５５万円に設定されています。
　なお、保険料算定の基礎となる賦課総額は、後期高齢者医療に要する費用から収入を控除して得た保険料収納必要額を
予定保険料収納率で除して算出します。

応益分（均等割) 【算定式】均等割額＝賦課総額×応益比率÷被保険者数

応能分（所得割) 【算定式】所得割率＝賦課総額×応能比率÷合計旧ただし書き所得（限度超過分除く）

年間保険料額
＝

均等割額
＋

所得割額

２　　保険料の算定に関する考え方

　保険料率（均等割額と所得割額）は、高齢者の医療の確保に関する法律第１０４条第３項により、おおむね２年を通じて財
政の均衡を保てるように定める必要があるため、２年ごとに改定されます。
　なお、新潟県では、制度開始当初から平成２５年度（平成２０・２１年度、平成２２・２３年度、平成２４・２５年度単
位）まで保険料率は据え置かれています。
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（３）保険料の軽減制度

① 所得が低い方（世帯）への軽減

② 被用者保険の被扶養者であった方への軽減

５割軽減 
賦課のもととなる所得金額（総所得金額等から基礎控除３３万円を引いた額）が５８万円以下（年
金収入のみの場合は、年額２１１万円以下)

　制度加入前日において保険料負担のなかった被用者保険の被扶養者の方は、保険料の均等割額は軽減され、所得割額はかか
りません。

均等割額　軽減割合 所得割額

９割軽減 かかりません

５割軽減 ３３万円＋（世帯主を除く被保険者の数×２４万５千円）以下の世帯

２割軽減 ３３万円＋（被保険者の数×３３万円）以下の世帯

◆所得割額の軽減

軽減割合 被保険者本人の所得金額

軽減割合 同一世帯内の被保険者及び世帯主の所得の合計金額

９割軽減 ３３万円以下かつ、被保険者全員が年金収入８０万円以下（他に所得がない）の世帯

８.５割軽減 ３３万円以下の世帯

　同一世帯内の被保険者及び世帯主（被保険者でない場合も含む）につき算定した所得の合算金額が、一定の基準以下の被保
険者または世帯については保険料が軽減されます。

◆均等割額の軽減
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※平成２５年度の実績については見込数としています。

　平成２４年度及び２５年度の平均被保険者数は、平成２３年度の平均被保険者数見込みに平成２４年度中の年齢到達予定者
数を加え、平均死亡率５．６７％を減じて集計し予測しました。具体的には、市町村ごとに平成２２年度の被保険者数の実績
に対して、増加要因として年齢到達予定者を住民基本データから抽出し、減少要因として平成２０年度から２２年度までの平
均死亡率５．６７％を使用して予測を行いました。

■平成２６・２７年度の保険料率改定時の算出方法

　平成２６年度及び２７年度の平均被保険者数は、前回の料率改定時と同様の方法で算出しました。
  死亡率を５．６７％から６．０７％に変更し予測しました。

対前年度比（％） 1.7 1.2 0.5 1.2

■平成２４・２５年度の保険料率改定時の算出方法

被保険者数（人） 349,870 354,118 355,947 360,261

前年度との比較（人） 5,711 4,248 1,829 4,314

３　　被保険者数の試算

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

352,624 
356,462 355,947 360,261 

323,888 
330,085 

336,848 
344,159 

349,870 354,118 

310,000人 
320,000人 
330,000人 
340,000人 
350,000人 
360,000人 
370,000人 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

被保険者数の推移 

予測 

実績 
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※平成２５年度の実績については見込数としています。

※平成２６年度については、伸び率１．７％に増税分として１．２％を加味してあります。

■平成２４・２５年度の保険料率改定時の算出方法

　平成２１年度及び平成２２年度の対前年度一人当たり医療給付費伸び率の平均値（２．０％）を各市町村ごとに算出し、予
測しました。

■平成２６・２７年度の保険料率改定時の算出方法

　平成２６年度及び２７年度一人当たり医療給付費は、前回の料率改定時と同様の方法で算出しました。
  伸び率を２．０％から１．７％に変更し、さらに平成２６年４月からの消費税率５％から８％への引き上げに伴う増税分と
して、暫定的に国から示された医療費影響規模試算値である１.２％を加味して算出しました。

対前年度比（％） △ 1.5 1.7 2.9 ※ 1.7

１人当たり医療給付費（円） 675,109 686,497 706,406 718,414

前年度との比較（円） △ 10,514 11,388 19,909 12,008

４　　被保険者一人当たり医療給付費の試算

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

700,995 

716,335 
706,405 

718,414 

645,428 
657,509 

671,949 

685,623 
675,109 

686,497 

630,000円 

650,000円 

670,000円 

690,000円 

710,000円 

730,000円 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

被保険者一人当たり医療給付費の推移 

予測 

実績 
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（１）試算に関する基礎数値の比較

※国の数値は、平成２５年８月２７日付け厚生労働省事務連絡により全国一律に提示された数値です。

（２）医療給付費総額の比較（広域連合実績値等による予測と国提示数値による予測）

◇広域連合実績値等による予測・・・被保険者数に被保険者一人当たり医療給付費を乗じて算出しました。

◇国提示数値による予測・・・国から提示された伸び率を広域連合の平成２４年度実績に乗じて算出しました。

差 △ 88 △ 138 △ 226 △ 113

広域連合実績値等による予測 2,514 2,588 5,102 2,551

国提示数値による予測 2,602 2,726 5,328 2,664

％

（億円） 平成２６年度 平成27年度 合計 ２年平均

④　高齢者負担率 １０.５１ ％ １０.７３ ％ １０.７３

１.７ ％ １.５ ％

③　消費税率引き上げに伴う医療費影響規模試算値 － １.２% －

％

②　被保険者一人当たり医療給付費の伸び率 １.７ ％ １.５ ％ １.７ ％ １.５ ％

％ ２.６ ％ １.２ ％ ３.２①　被保険者数の伸び率 １.２ ％ ３.０ ％ ０.５

（対前年度比） （対前年度）

広域連合 国 広域連合 国 広域連合 国

５　　医療給付費総額の試算の比較（広域連合実績値等による予測と国提示数値による予測）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

（対前年度比）

2,514 
2,588 

2,551 
2,602 

2,726 
2,664 

2,400億円 

2,500億円 

2,600億円 

2,700億円 

2,800億円 

平成２６年度 平成２７年度 ２年平均 

医療給付費総額の比較 

広域連合実績値等による予測 

国提示数値による予測 
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　◆算定試算結果（平成２６年度及び２７年度の２年合計）　※項目等に変更があった場合、以下の結果も変更になります。

○ 保険料収納必要額

○ 予定保険料収納率

○ 保険料賦課総額

円）

43,154 円）

（差： 5,000 円） （差： ０.９１ ﾎﾟｲﾝﾄ） （差： 5,650

軽減後
一人当たり
保険料額

48,804 円

（現行： 35,300 円） （現行： ７.１５ ％） （H25：

約 497 億円

均等割額

40,300 円

所得割率

８.０６ ％

4,653 億円

約 495 億円

99.61 ％

【費用 合計】 約 5,148 億円 【収入 合計】 約

2,100 億円

・第三者納付金 約 6 億円

・葬祭費 約 22 億円 ・後期高齢者交付金 約

424 億円

・健康診査事業 約 6 億円 ・市町村負担金 約 408 億円

・審査支払手数料 約 16 億円 ・県負担金 約

億円

・財政安定化基金拠出金 約 2 億円 ・調整交付金 約 475 億円

　これまで新潟県においては、制度開始当初から保険料率を据え置いてきました。しかしながら、平成２６年度及び平成２７
年度の保険料率を定めるにあたっては、被保険者数の伸びや医療給付費の伸び、高齢者負担率の上昇等が見込まれることか
ら、一定程度の保険料の上昇が必要であると考えております。
　そのような中で、広域連合といたしましては、今回の保険料率改定におきましても、高齢者の医療の確保に関する法律に基
づき、医療給付費等に要する費用、また、被保険者数の伸び率や医療給付費の伸び率の見込み数値等を基に、２年を通じて財
政の均衡を保てるよう、また、被保険者の保険料負担の増加を最大限抑制するための措置を講ずるよう可能な限り努め、保険
料率を定めることとしております。

【費用】 【収入】

・医療給付費 約 5,102 億円 ・国庫負担金 約 1,240

６　　保険料率試算の結果
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（１）高齢者負担率について

（２）診療報酬（医療行為に対する報酬単価）の改定について

（３）消費税について

（４）保険料率の増加抑制について

　

※平成２５年８月２７日付け厚生労働省事務連絡により、次の留意事項が示されました
　・財政運営期間（平成２４・２５年度）に生じた剰余金は次期財政運営期間（平成２６・２７年度）に全額を収入と
　　して計上すること。
　・保険料増加抑制のために県財政安定化基金から交付を見込む際は県（国）との協議を行うこと。

　【参考】
　　平成２４年度及び２５年度の料率算定においては、平成２２年度及び２３年度の保険料率に据え置くため、剰余金
　約５０億円、県財政安定化基金約６億円をその財源として活用することとしました。

７　　今後に変更となる可能性のある事項

　現段階の国の提示は、１０.７３％ですが、最終的な数値は、国の平成２６年度当初予算案の閣議決定後に示すことと
なっており、変更される場合もあります。

　診療報酬は２年に一度見直されますが、その改定率は現段階で未定であることから、その影響を加味していません。改定
率が決定されるのは、今年の年末頃までで来年以降の報酬単価が決定されます。なお、報酬単価が上下することで、医療給
付費も連動して変更されることとなります。

　現段階では、平成２６年４月からの消費税率５％から８％への引き上げに伴う増税分として、暫定的に国から示された医
療費影響規模試算値である１.２％を参考として試算していますが、これは、平成９年の消費税引上げ時の計算式により機
械的に試算されたものであり、今後変更される場合もあります。

　剰余金については、平成２５年度末残高を約４２億円と見込んでおり、保険料の増加抑制に使用することは可能となって
います。
　なお、県財政安定化基金の平成２５年度末残高は約１６億円と見込まれますが、保険料の増加抑制のための交付について
は今後の県（国）との協議により決まることとなります。
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（１）保険料率

○　厚生労働省公表の「後期高齢者医療制度の保険料率等」に基づき算出して作成

○　※１（平成２４・２５年度の所得割率４５位）は、４４位（７.２９％）が２広域連合（千葉県・長野県）あるため空欄

（岩手県）３８,７２４円 （岩手県）３７,７６４円 （秋田県）３９,１０８円 

４７位 （秋田県）３７,６２０円 （秋田県）３７,２１２円 （岩手県）３７,３５６円 

３位 （大阪府）７７,８８０円 （大阪府）７９,６８０円 （大阪府）８５,１７６円 

下位

４５位 （山形県）３９,３９６円 （青森県）３９,８６４円 （青森県）４０,２２４円 

４６位

１位 （神奈川県）８７,２８８円 （東京都）８６,５９２円 （東京都）９４,４６４円 

２位 （東京都）８５,３９２円 （神奈川県）８４,９６０円 （神奈川県）９０,５６４円 一人当たり
平均保険料額

（年額）

全国平均 ６２,８３２円 ６２,９８８円 ６６,７３２円 

新潟県 ４３,８７２円（４２位） ４３,１２８円（４２位） ４２,５４０円（４３位） 

上位

（東京都）６.５６％ （三重県）６.８３％ 新潟県

４７位 （長野県）６.５３％ （岩手県）６.６２％ （岩手県）６.６２％ 

３位 （香川県）８.９８％ （大阪府）９.３４％ （高知県）１０.９８％ 

下位

４５位 （岩手県）６.６２％ （長野県）６.８９％ ※１ 

４６位

１位 （北海道）９.６３％ （北海道）１０.２８％ （福岡県）１０.８８％ 

２位 （福岡県）９.２４％ （福岡県）９.８７％ （北海道）１０.６１％ 
所得割率

全国平均 ７.６５％ ７.８８％ ８.５５％ 

新潟県 ７.１５％（３５位） ７.１５％（４２位） ７.１５％（４６位） 

上位

（長野県）３５,７８７円 （岩手県）３５,８００円 （岩手県）３５,８００円 

４７位 新潟県 新潟県 新潟県

３位 （沖縄県）４８,４４０円 （高知県）４８,９３１円 （高知県）５１,７９３円 

下位

４５位 （岩手県）３５,８００円 （長野県）３６,２２５円 （千葉県）３７,４００円 

４６位

１位 （福岡県）５０,９３５円 （福岡県）５２,２１３円 （福岡県）５５,０４５円 

２位 （高知県）４８,５６９円 （大阪府）４９,０３６円 （大阪府）５１,８２８円 
均等割額

全国平均 ４１,５００円 ４１,７００円 ４３,５００円 

新潟県 ３５,３００円（４７位） ３５,３００円（４７位） ３５,３００円（４７位） 

上位

８　　保険料率改定に関する資料（全国広域連合との比較）

平成２０・２１年度 平成２２・２３年度 平成２４・２５年度
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（２）医療給付費

○　厚生労働省公表の「後期高齢者医療事業年報」に基づき算出して作成

○　一人当たり医療給付費は、当該年度の医療費から一部負担金等を除いた医療の給付に要する費用を、当該年度の平均被保険者数で除したもの

○　平成２０年度の医療の給付に要する費用は、平成２０年４月から平成２１年２月の１１か月分に係るもの

（３）収納率

○　平成２０年度から平成２３年度は、厚生労働省公表の「都道府県後期高齢者医療広域連合別の保険料収納率」に基づき作成

○　※１（平成２１年度の全体３位）は、２位が２広域連合あるため空欄

４６位 （東京都）９７.８５％ （東京都）９８.５５％ （宮城県）９８.２０％ （東京都）９８.７７％ 

４７位 （沖縄県）９６.３３％ （沖縄県）９７.６３％ （沖縄県）９８.０１％ 

※１ （佐賀県）９９.５０％ 新潟県

下位

４５位 （大阪府）９８.４０％ （大阪府）９８.５６％ （東京都）９８.６６％ （大阪府）９８.９３％ 

（沖縄県）９８.２１％ 

（島根県）９９.６７％ （島根県）９９.６６％ 

２位 （滋賀県）９９.４１％ (滋賀・鳥取)９９.４９％ （滋賀県）９９.５９％ （滋賀県）９９.６０％ 

３位 （山形県）９９.３６％ 

新潟県 ９９.３５％（４位） ９９.４５％（４位） ９９.４９％（４位） ９９.５９％（３位） ９９.５７％

全体
（現年度分）

全国平均 ９８.７５％ ９９.００％ ９９.１０％ ９９.２０％ 

上位

１位 （島根県）９９.６４％ （島根県）９９.６２％ 

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

（岩手県）６７８,７７５円 

４７位 新潟県 新潟県 （岩手県）６６７,４９９円 新潟県

下位

４５位 （長野県）５９７,６９８円 （長野県）６８２,２０８円 （静岡県）７００,５１９円 （静岡県）７１２,２９１円 

４６位 （岩手県）５９５,９３０円 （岩手県）６６０,５０８円 新潟県

（高知県）１,０１５,２１０円 

３位 （高知県）８５７,０００円 （高知県）９６７,４４１円 （北海道）９９１,５０３円 （北海道）１,００７,７０１円 

上位

１位 （福岡県）９０７,２７８円 （福岡県）１,０２０,７９７円 （福岡県）１,０５５,６９６円 （福岡県）１,０７７,２１８円 

２位 （北海道）８７２,０８５円 （北海道）９７５,６９１円 （高知県）１,００１,５３１円 

８３６,５２８円 

新潟県 ５８６,９３１円（４７位） ６５７,１３２円（４７位） ６７１，１９７円（４６位） ６７８,１９７円（４７位）

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

一人当たり
医療給付費

全国平均 ７０９,０５３円 ７９８,４９７円 ８２２,４８４円 



ジェネリック医薬品差額通知について 
 
１ 新潟県後期高齢者医療における医療費等の状況 

新潟県後期高齢者医療における平成２４年度の１人あたりの医療費は全国４７位と

最も低いが、調剤費については全国２３位で中位となっている。 
 また、１人あたりの医療費における調剤費の占める割合は、約１９．８９％であり全

国で６番目に高い状況となっている。 
 
＜Ｈ２４年度 １人あたりの調剤医療費＞ 

新潟県 全国平均 対全国平均比 全国順位 

１４５，１８３円 １４７，９３０円 ９８．１４％ ２３位 

 
２ ジェネリック医薬品の使用促進 
 今後、更なる医療費の増大が見込まれる中、将来にわたって安定的に高齢者医療制度

を運営するためには、医療費適正化・効率化のための対策を推進していくことが必要で

あることから、国においては、ジェネリック医薬品の使用促進に積極的に取り組むよう

指導している。 
 
＜国における使用促進の取組み状況＞ 
○ 平成１９年１０月以降 
 ジェネリック医薬品の安心使用促進プログラムの策定 

平成２４年度までにジェネリック医薬品の数量シュアを３０％以上とす

る目標を定めた。 
（ジェネリック医薬品切換え数／（先発医薬品総数＋ジェネリック医薬品

総数）） 
 診療報酬の改定（平成２２年度、平成２４年度） 

 
○ 平成２５年４月以降 
 ジェネリック医薬品のさらなる使用促進のためのロードマップの策定 

平成３０年３月末までに数量シェアを６０％以上とする新たな目標を定

めた。 
（ジェネリック医薬品切換え数／（ジェネリック医薬品のある先発医薬品

総数＋ジェネリック医薬品総数）） 
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３ 新潟県後期高齢者医療広域連合における普及啓発事業 
（１） ガイドブック等における啓発（平成２１年４月～） 
（２） ジェネリック医薬品希望カードの配布（平成２２年７月～） 
（３） ジェネリック医薬品差額通知モデル事業（平成２４年度） 

 
＜ジェネリック医薬品普及割合＞ 

 旧指標（３０％） 新指標（６０％） 
平成２５年４月診療分 ２７．０％ ４０．１％ 

 
４ ジェネリック医薬品差額通知事業の実施について 

このことを踏まえ、被保険者の負担軽減と医療費の削減を図ることを目的に、ジェネ

リック医薬品への切換えが可能と思われる被保険者に対して、切り替えた場合の薬代の

自己負担軽減額をお知らせする「ジェネリック医薬品差額通知事業」の実施を検討して

おります。 
 
＜参考＞ 

○ ジェネリック医薬品差額通知モデル事業の概要 
 実施地区   燕市 
 実施時期   平成２４年７月 
 対象人数   １，６１７人 
 切換え率   ３８．８％（効果額 １，３９２円／人） 

 
○ 県内市町村国保における差額通知事業の取組み状況 
 実施    ２９市町村 
 未実施    １市町村 

 
○ 全国の後期高齢者医療広域連合における差額通知事業の取組み状況 
 実施    ４３広域 
 未実施    ４広域 

 



 
医療保険者によるデータ分析に基づく保健事業の推進について 

 
 
１ 背景 

 
〇 平成 25 年 6 月 14 日に閣議決定された「日本再興戦略」において“国民の「健康寿命」の延伸”

が掲げられ、2030 年時点で達成すべき社会像として「予防から治療、早期在宅復帰に至る適正

なケアサイクルを確立」するという目標を示し、データ分析に基づく保健事業の推進を打ち出し

ました。 
 
 
 
 

 
 
〇 現在、公益財団法人国民健康保険中央会において、各保険者が保有する「健診・医療・介護」

の情報を利活用するための国保データベース（KDB）システムの開発が進められており、これを

受けて新潟県国民健康保険団体連合会では平成 26 年 6 月の参加を目指し、県内の国民健康保険

制度・介護保険制度の保険者のほか当広域連合の参加を求めています。 
 
 
２ KDB（国保データベース）システム 

 

⑴ 概要 

・健やかに暮らせる地域づくりの支援を目的に国保中央会が開発したシステム。 
・国保連合会が各保険者から各種業務委託の受託に伴い提供を受けている国保、後期、介護の「健

診・保健指導」「医療」「介護」などのデータを利活用し、地域の健康状態の把握や健康課題の

明確化、保健事業の効果的な実施・評価を可能とする。 
 

⑵ 対象となる情報 

国民健康保険制度 レセプトの情報、特定健診・特定保健指導の情報 
後期高齢者医療制度 レセプトの情報 
介護保険制度 介護給付費明細書等の情報 

 
これらの情報を突合・加工することにより「統計情報」や「個人の健康に関するデータ」を作

成し、各保険者が利活用する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑶ 当広域連合における KDBシステムの導入 
総務省が今年９月の敬老の日にあわせて発表した「統計からみた我が国の高齢者（65 歳以上）」

によれば、高齢者は過去最多の 3186 万人と発表されました。 
総人口に占める高齢者の割合が 25％に達し、4 人に 1 人が 65 歳以上といった高齢化時代を迎え

た中で、国が進める施策同様にデータ利活用の促進を図り、今後見込まれる被保険者の増加に伴う

医療費増加の抑制に努め、被保険者の健康寿命の延伸に資するべく今後 KDB システムへの参加に

ついて関係機関と協議をするなど準備を進めていきます。 
 
 
３ スケジュール 

  
当広域連合では、平成 26 年 12 月を目途に当該システムへの参加について準備を進める予定とし

ています。 
 
・平成 25 年 11 月中旬 構成市町村における KDB システム導入の意向調査 
・平成 26 年 2 月下旬 個人情報審査会 
・平成 26 年 3 月～5 月下旬 国保連合会、各市町村との契約締結 
・平成 26 年 6 月～11 月下旬 データ移行作業 
・平成 26 年 12 月 KDB システム導入 
 

 
 
 

・レセプト情報 
・特定健診・特定保健指導の情報 
・介護給付費明細書等の情報 

 

・統計情報 
・個人の健康に関するデータ 

②突合・作成 

①データ 

各保険者において保健

事業などの充実に活用 

③データの利活用 

KDB システムイメージ図 

 

厚生労働省では具体策の一つとして、平成 26 年度概算要求において 97 億円を要求

し、保険者が保有するレセプト（診療報酬明細書）や特定健診・特定保健指導などの

情報を活用し、加入者の健康づくりや疾病予防、重症化予防につなげる「データヘル

ス計画」を推進することとしています。 

H25.10.30(水) 
第 1回医療懇談会 
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国 民 健 康 保 険 制 度 

各保険者 

介 護 保 険 制 度 

後 期 高 齢 者 医 療 制 度 

K D B シ ス テ ム 
国 保 中 央 会 

 
 

国保連合会 



 

 

高齢者医療制度の見直しについて 

 

平成 24 年 8 月 10 日に成立した「社会保障制度改革推進法」において、高齢

者医療制度の見直しについては「この法律の施行後１年以内に、第９条に規定

する社会保障制度改革国民会議における審議の結果等を踏まえて講ずるものと

する。」とされました。 

同会議は、平成 24 年 11 月 30 日から平成 25 年 8 月 5 日まで計 20 回にわたっ

て開催され、平成 25 年 8 月 6 日付で「社会保障制度改革国民会議報告書」とし

てまとめられました。 

報告書には後期高齢者医療制度について、下記のように記載されています。 

 

社会保障制度改革国民会議報告書 

（後期高齢者医療制度に関する部分の抜粋） 

 

３ 医療保険制度改革 

（１）財政基盤の安定化、保険料に係る国民の負担に関する公平の確保 

「…なお、後期高齢者医療制度については、創設から既に5 年が経過し、現在

では十分定着していると考えられる。今後は、現行制度を基本としながら、実

施状況等を踏まえ、後期高齢者支援金に対する全面総報酬割の導入を始め、必

要な改善を行っていくことが適当である。」 

 

 

※上記の報告から、制度自体の廃止や新制度への移行が早晩行われることはな

いものと思われますが、今後も国の動向について、引き続き注視していきたい

と考えています。 
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新潟県後期高齢者医療懇談会設置運営要綱 

 

 

(設置） 

第１条 新潟県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）は、後期高齢者医

療制度の適切かつ円滑な運営に資するため、新潟県後期高齢者医療懇談会（以下「懇談

会」という。）を設置する。 

（懇談事項） 

第２条 懇談会の懇談事項は、広域連合長から求められた後期高齢者医療制度に係る次の

事項とする。 

(1) 保険料に関すること。 

(2) 医療給付に関すること。 

(3) 保健事業に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、広域連合長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 懇談会は、次の各号に掲げる委員により、当該各号に定める人数をもって組織す

る。 

(1) 被保険者等を代表する委員 ３名以内 

(2) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ３名以内 

(3) 学識経験者その他の有識者を代表する委員 ２名以内 

(4) 被用者保険等その他の医療保険者を代表する委員 ２名以内 

(5) 行政関係者 ２名以内 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任されることを妨げない。 

２ 委員に欠員が生じた時の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員の再任は妨げない。 

（座長及び副座長） 

第５条 懇談会に座長及び副座長を置く。 

２ 座長は委員の互選により選出し、副座長は座長が指名する。 

３ 座長は懇談会を総括する。 

４ 副座長は座長を補佐し、座長に事故があったときはその職務を代理する。  

（会議） 

第６条 懇談会は、座長が招集し、主宰する。 

２ 懇談会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 座長は、必要に応じて、会議に委員以外の者の出席を求め、意見等を聴くことができ

る。 
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 （守秘義務） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職務を退いた後も同様

とする。 

（事務局） 

第８条 事務局は、広域連合総務課に置く。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、広域連合長が

別に定める。 

附則 

この要綱は、平成19年８月１日から施行する。 
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